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1 .はじめに クリ工ーション局開局(1 962年}、(2 )全米自然

保護法 (Nat ona I Wi Iderness 

1987年 1月 28日、アメリカ大統領野外活動諮問 System Act 1964年)、 (3 )土地・水

委員会 (Pres dent's Commis- 資源保護法 (The Land and Water 
slon on Americans Out- Conservat on Fund Act 196 

doors 略称 PCAO)は、 「アメリカ人の野外レ 5年}、 (4 )全米自然景勝河川法 (Nat ona.1 
クリ工ーション:その遺産と挑戦 (Amer cans Wi Id and Scenic Revers 

Outdoors:The Legacy. The Act 1968年)、 ( 5 )全米自然歩道法 (Na-
Challenge)Jと題する最終答申をレ ガン大 t oal Tra Is System Act 1 

統領に提出して解散した。 968年)等の諸制度が制定されて大きな成果を収めた

この諮問委員会 PCAOは、 1984年に上院・下院 。こうして 1983年までには、 ORRRC勧告のほと

合せτ約 200人の議員がアメリカの野外レクリ工ーシ んどが実施され、改めI今後の野外レクり工ーション政

ヨン政策見直しのための委員会を作るために動き、議会 策の見直しが必要となった。特に「土地・水資源保全基

の満場一致で法案を可決さぜ設立さぜた委員会で、当時 金法 (LWCF)Jは 1989年に期限切れになること

テネシー州知事であったラマ . 7'レキサンダーを委員 からジョンストン上院議員{ルイジアナ州選出・民主党

長に 15人の委員が 1985年 8月にレーガン大統領か )が上院工ネルギー・自然資源委員会に期間延長案を提

ら任命されて発足した。 PCAOは、発足から最終答申 出しており、早急な検討が求められτいた。

を出すまでの 1年 6力月の闘に約 190万ドルを費やし また、 21世紀を目前にして ORRRCの行ヲた将来

、アメリカ人の野外レクリ工ーションの現状犯握・将来 予測をやり直す必要性が出てきた等の諸条件が複合的に

予測のためにさまざまな調査研究活動を行い、その員霊 作用し、時代の要請として PCAOの誕生をみたのであ

なデータをもとに 66項目にわたる政策提言を行った。 る。

本研究では、 PCAOの誕生の背鼠・纂礎調査結果・ しかし、何よりも強調したいのは、レクリエ ション

答申内容を検討することにより、わが国のレクリ工ーシ を重要視するアメリカ人の価値観がこの諮問委員会をつ

ヨン行政を改革するための基礎資料を作成しようと喧る くらせた点である。

ものむある。

2. PCAO誕生の背景

PCAOは、 1958年 6月に設立され、 1962年

1月にケネプィ大統領と議会に答申「アメリ力の野外レ

クリ工ーション {Outdoor Recrea-
t on for Amer ca)Jを提出して解散

した野外レクリ工 ション資源調査委員会 (0u t 

door Rccreat on Resources 

R e v e w C 0 mm i s s 0 n 略称ORRHC
)の流れをくむものである。

ORRRCは、ローレンス・ S・ロックヌ Iヲーを委

員長として 4年闘にわたる莫大な調査を行い、その当時

から 401f:後 (2000年)のアメリ力人のレクリ工

ション需要を予測し、現在と将来の世代にわたるあらゆ

るアメリ力人が資源利用をはかるための措置についI勧

告を行った。その勧告の結果、 ( 1 )内務省内に野外レ

3. PCAOの研究調査活動の経績と概要

1 985年8月レーガン大統領に任命された 15人の

委員{表 1)は、前述したラマー・アレキサンダ ・テ

ネシ 州知事{当時}を委員長に、副委員長ギルパート

'M ・グロプスナー(全米地理協会会長}の他、政治家

・行政官・実業家・環境問題専門家・レクリ工ーション

指導者等多彩な顔ぶれで、特に野外活動用品メ 力 の

コールマン祉祉長等の企業代表者や地方の利益代表等が

メンバーに入っている点が注目される。

1986年初め、 PCAOは 20人のシιy・7ドパ

イザーを指名し、本格的な研究調査活動に入った。その

情報収集活動に入った。その情報収集活動の概要怯以下

の通りである。

( 1 )公聴会とフィ ルド・トリップ

全米 20都市で 650人以上の証人から意見を聴

取した。
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{表 1)PCAO委員一覧表

ち/
PRESIDENT'S COMMISSION ON AMERICANS OUTDOORS 

て

CHAJRMAN COMMJSSJONERS Execulive Direclor 
Gov. lamar Aleltdnder. Mayor Frllnk 809・" R・疋 Maughan.Chairman Viclor Ashe 

Tenness・- Palm Sprlngs. Call1ornia Conlerence 01 Na1Ional Park Concession・"
Sh・IdonColeman. Chairman 

c.，・manComp.ny 
Palrick F. Noonan. Presldenl Depuly Executlve Diraclor 

VJCE-CHAJRMAN 
ConS.fV・lionFund LOr.n Fr8S・v

0・trickCr.nd・n.Presid・n'
Gllberl Grosv・nor.Presldenl 

N副 ion・IGeographic SoclelY A.、IIrlc・nR・creatlonCoalillon 

Sen，.8ennell Johnston (D-La.) 

Slua同 NOr1hrop，Ch・Irm.n
Exec. CommIU".， Hully Corp Direclor 01 Public Allairs 

Ed Oarren Charles R. Jordan. Oirector Sally Ranney. Presidenl 

Parks・ndRecr.ation Dep・Hmene Amwic如、 WilderneS5AUiance 

Auslin. Te翼..  Rep. Morrisυdall ID-Ari.t.l 

Wilbuf F. laPage 即時目。，

。拘15io例。IParks・ndRecre.Uon 

New Hampst、ir.
Rep. Barbara Vucanovich lR.N・..，

ふ Sen. Malcolm Wallop (R・Wyo.，
Jペ

( 2 )戦略的計画セッション

全国的規模で表記のシンポジウムを 11回開催し

、種々の分野の専門家をパネリストとして迎え、 2

000 年以降のレクリ工ーション・プログラムに影

響を与えそうな社会的どうこう及び問題を明らかに

した。

( 3 )論文募集

「野外レクリ工ーションの将来のニーズにどのよ

うに対処するべきか jをテーマに、広く一般から論

文を募集した。

( 4 )研究 Tームの結成

300人以上の専門家が「資源管理 j、 「資金調

達j、 I役割関係j、 I情報・コミュニケーション

j、 「法的問題 jの5つの研究チームに分れて研究

活動を行った。

(5 )文献調査

100人以上のアメリカのトップ・クラスの研究

者達による莫大な量のレクリ工ーション・ツーリズ

ム及び関係分野の記事・論文がドキ 1 メン卜された

( 6 )州からのレポート

各州にレクリ工 ションのニーズ・資源・将来に

ついての調査を依領、調査結果報告を受りた。

(7)世論調査

全米地理路会が出資した講査で、マーケット・オ

ピ二オン・リサーチ祉が「人生におりるレクリ工

ションの重要性J、 「どこへ行きたいか j、 [何を

したいかI等について全米 2000人に対し電話調

査を行った。

( 8 )私有地会議

民間所有地におけるレクリ工ーションに係わって

いる問題及び事業機会についての会議を 1986年

3月に首都ワシントンで開催した。

(9 )環億問題会議

[環境の質がレクリ工ーションにどのように影響

するか jについての円卓会議をニユ ハンアシャー

州ダーハムで 1986年4月に閲催した。

( 1 0 )卸会型レクリエ ション会議

1 986年5丹、ボルチモア市で{レクリ工ーシ

ヨンとアメリカの都市についτの全米会議Jを合衆

国市長会・ボルチモア市との共催で行った。

以上の研究識査活動を纂に脇議を重ね、 1987年1

月1日に全米地理協会の出資で美しいカラー写真を沢山

使った 28頁の答申概要の小冊子を発行、続いて同 1月

28日に最終答申がレーガン大統領に提出された。

4. PCAOの調査結果の概要

前章で述べた PCAOの調査研究活動で得られた結果

の主たるものは、下記の通りである。

( 1 )自由裁量時闘は、アメリカ人にとっ τ重要な関心

事である。しかし、最近 10年闘に 1週間当り平均

8時間も減少している。

(2) 1985年にアメリカ人U、4. 250億ドル(

GNPの約 10. 7 %)を健康管理にとうししてい

る。

( 3 )年間約 140万工ーカー(5 6万 ha)の農地や

森林が都市化している。その大部分が現存の都市の

周辺部である。

(4 )娯楽施設・公園・レクリ工ーション・レジャーへ

の資本投資及び経営について相互に有利な官民協同

方式に対する政治的関心が高まフてきている。

(5 )レクリ工ーションの満足度は、経験の量よりも質

に重点が移り、レクり工ーションの目的地を選ぶ際

の条件として fアクセス jの次に Iその場所の拘つ

自然の魅力 jをあげる人が多い。

(6) 2000 年には郡市に住む人が、アメリカの全人

口の約 80%近くになることが予想される。
(7)レクリ工 ションの目的地として最も重要なこと
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は、自宅から近いことで、徒歩または自転車で 15 
分以内、車や他の交通繊関で約 10マイル(1 6 k 

m)を理想としている人が多い。

(8 )レクリ工ーション資源の縦持のためにレクリ工ー

ション資源の使用料を、また基本的レクリ工ーショ

ン資源保護政策のために税金を喜んで支払うという

考え方が多数を占めている。

5.最終答申の内容

最終答申「アメリ力人の野外レクリ工ーション:その

出金鉱急減している。 1982年からこの基金は、その

ほとんどが固有地の追加と水システムのために使われて

いる。 1986年に州と地方は、 1978年の 1/6の

資金しか受付取っていない{図 1)。なお、 LWCFは

主としt沖合石油とガスの使用料から収入を得τいた。

{図 1)土地・水資源保全募金への補助要求額と給付額

LAND AND WATER CONSERVATlON FUND 
ADMINISTRATION REQUESTS AND APPROPRIATIONS 

FY1978. FY1987 

Millions 01 Dollars 
遺産と挑戦jの章立τは下記の通りであり、その中に合 900 

計 66の勧告(政策提言}を含んでいる。

第 1章 アメリカ人と野外レクリ工ーション 750 

第 2章 アメリカ人:その人々 ( 1 7の勧告}

第3j豊 野外:その資源 ( 20の勧告)

第4章理想の実現 ( 29の勧告 600

第 1章では、 PCAOの目的が次のように表現されて

いる。 f我々の目標俗、アメリカ人にとっ E野外レクリ 450 

工ーションが何を意味するのかを明らかにし、政府・コ

ミ1 ニティーまた個人としての我々の行動が、野外レク
300 

リ工ーションに我々が見出だす価値を反映~るようにし

むりることである。 j

第 2章~第 4章で PCAOは、 66の勧告を行ってい 150 
るが、その主なものは以下の通りである。

( 1 )野外レクリ工ーション資源の獲得・保全のための

連ls信託基金 (Federal Trust 0 

Fund 略称 FTド}の設立

この基金は、 ORRRCの勧告によヲて 1965年に

805.0 

137.0 

1649.4 

[3Ad伽昨m削附、叫市削jr嗣刷n叩耐、羽s

仁=:lAp仰pr阿r町叩。叩p防凶附r吋巾i回凶a剖蜘1

295.0 .-287‘-288.7一ー一一一一一一一一

1978 '79 ・80 '81 '，'..' '83 ・84 '85 '86 1987 

Fiscal y~;げS

発足し、 1989~に法的に無効になる土地・水資源保 2 1回開催された公隠会で証言した多くの人々が LW

全基金 (LWCF)の強化と発底的継続をめざすもので CFの成しとげた功績をほめたたええいたが、ほとんど

、公園やレクリ工ーション周の土地を踊入し、保護する の人々はより多く、より頼りになる資金がレクリ工ーシ

ために 1年闘に最低 10億ドル{約 1.500億円)を ョン用地や施設に設資するために必要である、という点

使えるようにするためのもので、 LWCFよりも 1億ド で一致していた。カリフォルニア州立公園理事ウィリア

ル上乗せした形になヲ Eいる。 ム.s ・プリナーは、 「地方政府が公園やレクリ工ーシ

LWCFは、公約レクリ工 ション・工リアの獲得・ ヨンのために特別に使コている金額は、何年間もの間最

発展・維持のために逮滞緩関や州政府に経費の 50%を 低レベルだった。州政府だりではこの負担に耐えきれな

資金提供するシステムで、 1965年以来 32.000 い。しかし、連都政府からの援助があればやっていりる

の州・地方プロジ工クトに合計で 60億ドル投資しτき だろう。 jと述べた o

た。この結果、州及び地方はレクリ工ーションと水資源 PCAOの新基金設立提案以、次のような原則にのヲ

のための用地を 280万工ー力一獲得し、国立公閤・森 とり、現在の LWCFのシステムを変えていくべきであ

林・自然地媛・保留地・土地管理局のレクリエ ション るとしている。

・工リアに 290万工 力一(1 1 6万 ha)を加える a )患低限 1年 10億ドルを使うことができる。

ことができた。 LWCFは、年閤 9億ドルまで使えるこ b)国民のレクリ工ーション及び公園の要求に応えるた

とになっ τいる。しかしながら、 1978年以降政府支 めにのみに使われる、明確念、当τにできる資金源で
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なりればならない。 重視と箪の根運動の1ft進

c)基金の収入は、沖合石油収入からの一定の%の他に

も多くの収入源があるべきである。 PCAOは、 r2000年には都市に住む人がアメリ

d) LWCFの基本的目的である I国有地の獲得、州・ カの全人口の 80%に達する jという予測に基さ、町や

地方の施設獲得及び発展Jを堅持するものでなりれば 都市の中または近辺の野外レクリ工 ションにもっと関

ならないロまた、州・地方の施設の修復にも使えるも 心を払い、そのための環境・施設を保護・整備する ζ と

にする。 を提唱している。

e )州・地方政府には連部基金に見合う自由が要求される 特に f国巾に野外レクリ工ーションのための関心・授

。連絡のシ工アは、州・地方とより良い協力体制をつ 資の新しいアレーリー・フ 7 イヤー (pra rie 

くるための特別計画、例えば緑道 (Grcenway f re=大子草原の*.=すばやく広がるもの)を各コミ

}や河川保護など告推進するために調整されても繕わ ~~ニチイ 毎に燈せ!Jと、地方政府、民間団体、民闘

ない。 企業等による口 カル・アクジョン(地方での行動)を

f )議会は、州・地方が利用できる低金利または無利子 起こさせ、民間活力の鋸りおこしを強調し、具体的には

のローンを作るべきである。 各州知事が散策路・公園・河川等の環境維持のための野

g )基金は新しい野外レクリ工ーション研究しょに年問 外機関 (Outdoors corps)を創設する ζ

支出の 10%割合いで資金を提供する。この金の大部 とを求めている。

分は改革のための補助金や賞を与えることに使い、運 -/J、 PCAOは中央政府も野外レクリ工ーションに

営費は最低限におさえる。 強い問題意識を持ら、震境を保護し、固有地でのレクリ

h)国の基金の潜在能力を最大阪に引出し、州内それぞ 工ーション僚会を綜充し、固有財産を守り、改善してい

れの目擦を達成するために、州にも基金を設立すべき くことが不可欠であることを指摘している。

である。

PCAOは、この基金が発足し綴能していりば、 1年 ( 3 )緑道 (Greenways)の整備

に最低 10億ドルを返すことができる充分な資金力をも

つ基金になると主獲している。この寄附金による基金鉱 66の勧告の中に緑道についてのものがある。 rコミ

、役資による利子から独自の収入を得ることができる、 ユニティーは、緑道を作り、公共及び払布のレクリ工ー

と答申は言っている。「巨額の元本で再投資以外できな ション・ランドや水辺を結び、人々が自分たちが住む所

いものは、充分な利子を得られる。予算面ではこの寄附 の近くにオ アン・スペースへのアクセスを確保できる

金基金は、 2つの利点を持ヲている。元本のための収入 ようにし、 Yメリ力の震観の中で地方と都市を紘ぴつり

U、前もって定められた期間後肱準備金とすることがで るようにする。 j

きる。または他の用途に回しても良い。そして、使うこ この緑道構想は、前述した近所での野外レクリ工ーシ

とのできる資産のレベルを雑侍するために一般的収入か ョン施設空間の一つであり、自転車やハイキング用の小

ら常に資金を補充しつずりる必要もない。」 避を使われなくなコた鉄道の線路沿いに作フたり、水辺

PCAOは、寄附金基金のための資金は.沖合及び内 での魚釣り・ボート乗りの場所や、学校や仕事の後にた

陸石油の収入、余剰i自の売却、夏期ガソリン税、レクり だプフプラするための空地を整備すること等も含んでい

工ーション料金、レクリ工ーション施設使用説、土地開 る。答申は、緑道は「新しい国有地や国有地使用制限を

発税、鉱物採取税、土地使用料引上げ、宝くじ・「国民 意味するものではない jと強調し、むしろ地方政府や速

の遺産 jを守るための国債発行等から得られるとしてい 合体は、目標を設定し、目録を作り、地主と交渉し、管

る。 埋を統括し、運営と維持のための主たる資金を供給する

この基金構想は、 PCAO答申の核とも言うべきもの べきであると主張している。そしτ、連絡政府の役割は

だが、国家予算の赤字を引きあいに出して、マルコム・ この概念を広め、連部信託基金や補助金によって資金を

ウォロップ上院議員(ワイオミング州選出・共和党)と 与え、技術的手助りをし、現行の法令や環境の質・所有

バーパラ・ F・プ力ノピッチ下院議員(ネパダ州選出・ 権を守って I地方の行動に火をつりる jことであると述

共和党)の 2委員はこの構想に賛成しなかった。レーガ べている。

ン政権も過去 6年聞に 1度だり 1億ドル余りを LWCF 更に、 PC八Oはこの緑道橋怨の 6つの主たる目標と

のために要求しただりにすぎず、 1987会計年度は、 しτ下記の 6項目をあげている。

2千万ドル足らずを要求したにすぎない。 a)家の近所でできるだり多くの野外活動ができるオー

アン・スペースへの yクセスを提供する。

( 2)近所での野外レクリ工ーション活動とその資源の b)アメリ力の景観の要素とその伝統と人閣の交流を最
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大限に守る。 中で「払たちは中央集権的でない柔軟性のある機関を思

c )私企業・地主・地方政府とレクリ工ーション保護団 い描いている。アメリカ中のコミュニティーの中でのリ

体との路力関係を樹立する。 ダ シッアに光を当てるものだ。アメリカは各コミ 1

d)地方の誇りと野外資源の質と利用の可能性の開発を ニティー毎に動き、そこから国民のコンセンサスが生れ

奨励する。 出てくるのだjと民間活力を活性化さぜる研究所作りを

e )レクリ工ーションの事業機会を通しτ地方経済を多 提案している。

用化し、強化する。

f )レクリ工ーションと白然資源保護のために都会と地 6. PCAO答申に対するアメリ力国内の諸評価

方を結びつりる。

そして、「緑道俗また次の 70~80 年の環境保護と ( 1 )内務省ドナルド・ホ デル長官

レクリ工ーションのための最も重要なカナメとおる可能

性をもっているJと、この構想の重要性を強調している r P CA 0の目指す目標を達成するために地方のコミ

1 ニティ が指導的役割を果たさねばならない。新しい

連邦政府の計画を当τにしたり、政府の指示を仰いだり

( 4 )野外レクリエーション研究所の創設 するのではなく、 PCAOは何千というコミュニティ

がそのリーダ や、自覚を待った市民や私企業、開発業

最終答申第 4部で PCAOは、[議会の承認を受げた 者、サービス・クラア、ボランティアの活動と共に野外

私的な非営利の野外レクリ工ージョン研究所 (0u t レクリ工ーションをすべての人に可能なものとさせる上

door lnst tut on)を創設し、草の根 での最大の希望であるということを認識した。それぞれ

のリーダーシツプを刺滋し、改箪と卓起を推進する jと のコミユ二ティーは勿論、追ったやり方でこの目標を達

提言しτいる。 成しようとするであろう。その多様性がこの勧告の最大

PCAOの調査では、アメリカの全部市の 10%未満 の強みで以ないだろうか。アメリ力中のコミ 1 ニティー

の都市しかレクリヱ ションが市民のために必要だと認 は、物理的側面・人的側面の両方からそれぞれの地域に

めた政策を表現しておらず、連邦政府予算の 1%以下し ある資源を見極め、将来のレクリ工ーション僚会創造の

か公留やレクリ工ーションに使われて釘らず、環境保護 可能性に鋭敏になるべきである jとホーデル長官は.地

プログラムのためにも雄計 800億ドルにものぼる昨年 方の活性化を促した PCAO答申を評価している。また

度の寄間金収入の内 1%に議たない古田しかっかわれなか 一方で、連邦政府の担うべき役割を軽く見ているような

った。 談話を述べつつも彼は、 「財政責任と国いながら、新し

PCAOは、 I野外レクリ工ーションの重要性をより い連邦官僚制度を作ったり、プログラムを作ったりする

認識させるために中心さかんが是非必要であると払たち ことなしに創造的、革新的方法で PCAO答申を実現さ

は信じている固ややこしい官僚機関など必要ない。しか せるべきである。アメリカはすでに創造性と行動力で慨

し、国レベルの指導陶機関ができれば民衆の閣にレクり いている固である a 偉大なるアメリカの野外のために、

工ーションを広め、個人個人の活動の手助りになる jと 個人のそしてコミュニティーのプレーリー・ 71'イヤー

述べ、議会に大統領によって任命された超党派理事会に を燃やし続けることができるように、大統領はできる限

よって運営される非営利団体を認めるように促している りのことをすると払は確信している jと述べ工、連邦政

。この場合、理事会のメンバ は規則的に入替える。 府が積極的にこの答申の提案実現のために努力するであ

この様恕では、市民も補助金の提案を見直し、資金に ろうと予測し Iいる。

ついて勧告を行なえるアドバイザーリー・パネルに参加

できるものとしτいる。

また、 [この研究所は、 LWCFまたはそれを継承す

る基金から 10%の資金割当てを受付る。この金の大部

分は改革のための補助金と表彰のためのものとなり、運

営資金には全くの最低限しか使えない jと答申臥規定し

( 2 )世界レジャー・レクリ工ーション協会事務局長

ルイス・ F・トワ→ズイツク教授{ミシガン州立大

学)

トワ ズィック教授は、 PCAO答申にはやや批判的
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。しかし、 ORRRCの委員長ロックフ zラ に比べ

τPCAO委員長のアレキサンダーは、公共サ ピス 〈 参 考 文献 〉

の充実に優れた実績があり、政府から好感を持たれて

いるリーダーであるものの、実質的に勧告を実施δせ

るだりの国民的な信望と力を持ヲ τいない。 oR R R 1)President 's Commission on Americans 

Cが、実効力を発算したのは、ロックア工ラーの政治 Outdoors， Americans Outdoors The 

力による所が大きい。 Legacy，TheChallenge， Island Press 

c) PCAOの委員には西部出身の議員が多く、偏りが Washington，D.C.， 1987. 

見られる。

d)私企業からの委員たちが、時間と工ネルギ を沢山 2)National Recreation and park Associa-

持げなりれば、どんな新しい基金も非政府系研究所も tion， Dateline NRPA， 10-2 6， Nationー

できないであろう。 alRecreation and park Association 

Alexandria， 1987. 

(3 )全米レクリ工ーション公園協会 (NR PA) 

7. PCAO答申から日本が学ぶもの

3)Twardzik， Louis F.， The President's 

Commission on Americans Outdoors A 

Political and Ethical Assessment， The 

Paper presented at National Recreation 

and Park Association Congress 

Anaheim， 1986. 

2月 24日の理事会で PCAO答申支持を表明、答申

実現にむりての運営委員会を組織した。

日本でも「近代化 jの過程で、行政・民間共に野外レ

クリ工 ションの場の保全整備、指導者の養成、アログ 4) (財)国立公園協会・(財)日本公園緑地協会(訳)

ヲム開発等に力を入れてきた。しかし、その大部分がし Yメリ力のレクリ工 ション， (批)日本観光協会

っかりとしたトータルな基本構想{イメージ・政策体系 1 966. 

等)がないままに単発的、思いつき的に行われτきた感

が否めない。最近取り沙汰されている「リゾ ト法案J

にし Eも、内需拡大が第一目的であり、とτも長期的展

望に立ったレクリ工ーション政策であるとは言いがたい

その点、この PCAO最終答申は、その実現にさまざ

まな闘灘が予怨されるものの、 21世紀をにらんでの長

期的展望に立った基本構怨であり、上院・下院からの働

きかけで作り上げられた大統領諮問委員会の産物である

ということに最大の眼目がある。日本も週休 2日間制の

普及、高齢化祉会の到来を迎え、レクリ工ーション政策

が真剣に検討されるべき時期が到来しτいる。日本レク

リ工 ション学会、日本レクリ工ーション協会その他レ

クリ工ーション関係者は、一致してこの政策立案にたら

向かうべきであり、政治家遠の啓蒙と同時に、 「レクリ

工ーション資源の保護・整備のためには、使間料を支払

い税金を支払う jというアメリ力人のレクリ工ーション

を重視する価値観を、日本人の悶にも広めていくべきで

はなかろうか。

今こそ、 21世紀のレクリ工ーションを見鋸えてしっ

かりとした長期政策をたてる時であると考える。
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